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■2017年9月議会・最終日に行った久永市議の討論  2017年10月5日 

 

 

●平成２８年度 大府市国民健康保険特別会計について  ＜賛成討論＞ 

 

大府市は、中学校３年生の３月末までの医療費無料化を子育て支援の一つの目玉として掲げてき

ましたが、これまで国民健康保険を滞納した世帯の子どもには、保険者証が渡されていない実態が

ありました。同じ、大府市の子どもでありながら、家庭環境によって命を差別してきたと言わざる

をえません。 

国は（私の手元の資料でも）平成２１年から再三、１８歳未満の子どもを持つ世帯のすべての子

どもに渡すよう通達が来ていました。にもかかわらず、大府市は滞納分の徴収を優先にし、保険者

証が手元にない子どもを作ってきたのは事実です。岡村市長も副市長として把握していたことであ

ります。 

子どもに罪はありません。６年、７年放置することなく速やかに保険者証を子どもに直接届け、

命を守り、生活の実態に寄り添うべきだったのではないでしょうか。 

国保の広域化など懸念することはありますが、平成２８年度からすべての子どもに保険者証が渡

されているとのことでありますので賛成といたします。 

 

 

 

●「道路整備の長期安定的な財源確保についての意見書」 について  ＜反対討論＞ 

 

意見書の中に書いてあるように、道路特定財源を10年間維持する法律で、10年間の道路事業の

量を規定し、地方の道路整備臨時交付金、地方自治体にガソリン税の4分の１（約7千億円）を交

付し、国からの補助金を引き上げてきたものです。2008 年 5 月に自民党・公明党の賛成、反対は

共産党・民主党・社民党など、参院で否決され、衆院で再議決されました。 

この法律は、主に高速道路などの大型開発事業への集中重点の投資が大きな目的であるため、賛

成できません。 

多くの自治体は、地域の衰退した深刻な状況の中、住民の生活の再建や社会の再生を重視した支

援策は乏しく、生活に密着した公共事業は削減され続けています。 

道路については、安定した維持管理費を確保することなどが住民の目線にたった税金の使い方であ

り、住民の求めている「生活密着型の予算につながる法律」ではありません。 

大府市でも、道路財特法の補助を受け、道路整備の中で歩道もバリアフリー化され市民の生活環

境が改善されている場所もあります。 

しかし、こういった道路は、国の補助がなければ、市内の道路整備が進まない！と言うのではなく、

バリアフリー化などは、道路特定財源に関する法律や国の補助金がなくても行政の責任で整備して

いくことは当然の事であります。 

よって、この道路整備事業に関わる国の財政上の特別措置に関する法律そのものを認めることが

できないため、意見書に反対いたします                       以上 


